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研究成果の概要（和文）：本研究は、いわゆるグローバル化として知られる世界的な規模の変化と、デタントの
動揺から１９８０年代初頭の新冷戦に至る冷戦秩序の変化の間にいかなる関係があったかを問いかけることで、
冷戦期に形成された国際秩序が冷戦終焉に向けて変容し始める過程を実証的かつ総合的に解き明かすことを目的
とした。本研究はその成果として、１９７０年代半ば以降に進行したグローバル化が西側諸国を変質させ、東側
諸国を衰退させ、第三世界を解体し、世界を一つの新自由主義的潮流に飲み込むことによって、デタントから新
冷戦にいたる時期の冷戦対立の帰趨に決定的な影響をもたらしたことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to understand the process through 
which the Cold War international order began to transform towards the end of the Cold War by 
examining the relationship between the changes on a global scale known as "globalization" and the 
changes in the Cold War international order from the collapse of detente to the new Cold War of the 
early 1980s. As a result of this research project, we have found that the process of globalization 
which intensified since the mid-1970s had a decisive impact on the outcome of the Cold War by 
promoting the transformations in the West, accelerating the decline of the East, and dismantling the
 Third World as an international group, thus engulfing the world in a single neoliberal trend.

研究分野： 国際関係史

キーワード： 冷戦史　デタント　新冷戦　グローバル化

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は１９７０年代後半以降のグローバル化の進展と冷戦期国際秩序の変容の間に存在した連関を明らかにす
ることで、その後１９８０年代半ばから１９９０年代初頭にかけて急速に進展した冷戦終焉に至る過程への理解
に大きな貢献を行うとともに、現在に引き続くポスト冷戦時代の国際秩序の形成過程の理解にも貢献するもので
ある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 本研究は以下に述べるような国内外の研究動向を背景として着想されたものである。すなわ
ち、米ソ冷戦の終焉後、１９９０年代から２０００年代にかけて急激に進展したいわゆる「グロ
ーバル化」について、最新の歴史研究は、その直接の起源を１９７０年代の世界に生じた諸変化
に求めつつある（そのような理解の代表として、N. Ferguson, C. Maier, E. Manela, and D. 
Sargent (eds.), The Shock of the Global: The 1970s in Perspective (Harvard University 
Press, 2010)や T. Borstelmann, The 1970s: A New Global History from Civil Rights to 
Economic Inequality (Princeton University Press, 2011)がある）。近年にはまたこの１９７
０年代以降のグローバル化につながる諸変化を冷戦史的な諸変化、特に冷戦終焉という事象の
直接の説明要因とする議論も出現した（Ｏ・Ａ・ウェスタッド著、佐々木雄太監訳『グローバル
冷戦史』（名古屋大学出版会、２０１０年）の「終章」で提示される冷戦終焉を説明する枠組み
もこの議論に沿っている）。 
 つまり１９７０年代に始まるグローバルな諸変容の拡散と浸透が１９８０年代に冷戦的国際
秩序の変容と解体をもたらし、１９９０年代以降のポスト冷戦国際秩序へと至ったという理解
である。この理解を踏まえるならば、１９８０年代末から１９９０年代初頭の急速な冷戦終焉の
過程を解明するために必要な作業は、１９７０年代に見られた冷戦史的な諸変化とグローバル
なレベルでの世界的諸変化の関連を解明することに他ならない。そしてその作業は、冷戦史に関
する理解を深めるにとどまらず、冷戦終焉後に進展するグローバル化が造り出したポスト冷戦
社会を理解していく上でも不可欠な作業である。 
 このように１９７０年代を重要な転機と見て冷戦史及び国際史を書き直す必要性は認識され
つつあるが、そうした問題提起を受けた実証的研究は未だ不十分である。１９７０年代後半以降
のグローバル化がもたらした様々な「世界史的変化」と、デタントの崩壊から新冷戦、そして冷
戦終焉へと至る「冷戦史的変化」の関係性を問い、冷戦史とポスト冷戦史を接続する営みはなお
端緒についたばかりなのである。本研究はそうした営みの一つとして着手されたものであり、デ
タントの動揺から新冷戦に至る１９７０年代半ばから１９８０年代前半に時期を限定しつつ、
重層的かつ総合的な形で冷戦史的な変容と世界史的な変容との関わりを描くものである。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、いわゆる「グローバル化」として知られる世界大の諸変化と、デタントの動揺から
新冷戦に至る冷戦史的変化の関係性を問い、冷戦期に形成された国際秩序が冷戦終焉に向けて
変容し始める過程を実証的かつ総合的に解き明かすことを目的とするものであり、その具体的
な課題は、１９７０年代半ばから１９８０年代前半の時期を対象とし、アーカイブ史料による実
証分析により、新冷戦に向かう西側同盟、先進国＝途上国関係の変容、価値と理念をめぐる新た
な争点の出現という三つの領域を対象として、この時期に起源を有するグローバルな諸変動が、
冷戦的な国際秩序にいかなる影響を及ぼしたかを分析することである。 
 本研究では、１９７０年代半ばから１９８０年代前半の世界が経験した以下の三つのグロー
バルかつ中長期的な歴史的変動と冷戦史的変化の間にいかなる相応関係が存在したかを分析す
ることで、冷戦期国際秩序の最終的な変容過程を実証的かつ総合的に明らかにすることを目指
した。第一に、新冷戦に向かう西側同盟と先進資本主義諸国の危機について、１９７０年代以降、
経済成長の停滞と経済的相互依存の進展に直面する先進資本主義諸国内部の変容を背景に、グ
ローバル化が、外交・安全保障面での西側同盟内関係にどのような変動を与えたかを分析するこ
とを目指した。第二に、グローバル化にともなう先進国＝途上国関係の変容について、１９７０
年代後半以降、脱植民地化の最終局面を経て、経済格差の拡大や政治体制の多様化など分裂傾向
を強めていく第三世界の諸変動に注目し、先進国＝途上国関係がどのように変容し、冷戦的な国
際秩序にどのような影響を及ぼしたかを分析することを目指した。第三に、グローバル化をもた
らした／グローバル化と同時に出現した価値と理念をめぐる新たな争点について、１９７０年
代以降のグローバル化とともにトランスナショナルに拡散した価値や理念のうち特に人権と新
自由主義経済思想に注目し、それらが冷戦期に存在した国際秩序にどのような変動をもたらし
たのか分析することを目指した。 
 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は、研究組織内に、「新冷戦に向かう西側同盟」担当班、「先進国＝途上国関係の変容」
担当班、「価値と理念をめぐる新たな争点」担当班の三つの作業班と一つの全体統括担当班を設
置し、まず各担当班によるアーカイブ史料収集とそれに基づく歴史記述を行い、次に全体統括担



当班による集約的分析を行うことにより遂行した。研究期間は四年とし、史料収集・記述作業は
初年度及び第二年度に集中的に行い、第三年度以降は資料の分析および成果の刊行のための企
画・整理・執筆作業を行った。さらに第三年度以降、国外の著名な研究者を招聘して冷戦史ワー
クショップも開催した。 
 「新冷戦に向かう西側同盟」担当班は、デタントの衰退と新冷戦を受けた西側陣営内関係につ
いて、人権問題および安全保障問題をめぐる対応、グローバル化が東欧諸国におよぼす影響につ
いての分析とその冷戦政策への影響、ソ連のアフガン侵攻をめぐる英米関係、グローバルな変化
の中での安全保障に関するイギリスの認識の変容を事例とし、以下の五つの分析を行った。研究
分担者妹尾哲志は、デタントから新冷戦へと移行する東西関係を背景に、主に安全保障問題と人
権問題をめぐる西独シュミット政権の対米外交を検証し、１９７０年代後半西ドイツの地域的・
国際的な役割の変容と独米関係の変化を分析した。研究分担者橋口豊は、ＩＮＦ（中距離核戦力）
配備をめぐって生じたいわゆるユーロミサイル危機に関するＮＡＴＯとＥＣの対応をめぐる英
キャラハン政権・サッチャー政権と独シュミット政権の関係を分析し、１９７０年代末のグロー
バルな安全保障環境の変容を分析した。研究分担者青野利彦は、カーター政権とレーガン政権第
一期のソ連に関する情報分析資料を検討することで、経済のグローバル化がソ連の国内政治や
経済、そして東西関係に与える影響についてアメリカ政府がどのように考えていたかを分析し
た。研究代表者益田実は、１９７９年から１９８０年にかけてのアフガニスタン侵攻をめぐる英
サッチャー政権と米カーター政権の対応に注目し、サッチャー政権初期の英米間の冷戦戦略・冷
戦秩序認識の相違とそれをもたらした要因を分析した。研究分担者岡本宜高は、冷戦の変容と国
際政治経済の変容の中で、サッチャー政権がイギリスの西側同盟内及び国際的役割をどのよう
に規定しなおそうとしたのか、そしてイギリス国民がそれをどのように受け止めていたのかを
分析した。 
 「先進国＝途上国関係の変容担当班」は、１９７０年代から１９８０年代にかけ進展した、南
北問題、第三世界における地域秩序の形成、援助問題、イスラム主義の勃興、「文化帝国主義」
などグローバルな広がりを持つ第三世界の経済的・政治的・社会的な変動を踏まえた、途上国と
先進国の関係の変化に注目し、以下の五つの事例を分析した。研究分担者山本健は、１９７０年
代後半から１９８０年代初頭までの南北問題における東西対立の要素に注目し、東側陣営と南
側諸国との関係、そして南北問題に関する西側陣営の対ソ連政策を一次史料に基づき分析した。
研究分担者鳥潟優子は、１９７５年にＥＣと途上国間で調印されたロメ協定の交渉過程を検証
し、その冷戦との関係を分析するとともに、グローバル化の進展が、「中立」を掲げるＥＣの援
助に対して、どのように作用したのか。そして援助政策の変容は、支柱となってきた冷戦構造に
いかなるインパクトをもたらしたのかを分析した。研究分担者三須拓也は、南部アフリカにおけ
る領土保全原則の確立をめぐって米カーター政権がいかなる役割を果たしたのかを検証し、第
三世界における地域秩序の形成が、超大国デタントの終焉へとつながっていく過程を分析した。
研究分担者池田亮は、一九七九年のイラン革命をめぐる欧米諸国の対応をとりあげ、イスラム主
義の論理に基づく地域秩序の変動に対して先進資本主義諸国がどのような反応を示したのかを
検証し、当時なお支配的であった冷戦的な論理に基づく国際秩序に与えた影響を分析した。研究
分担者齋藤嘉臣は、１９８０年代前半に相次いだ米英両国によるユネスコ脱退の決定に至る、
「情報の自由」と「文化帝国主義」をめぐる途上国の論理と先進国の論理の衝突を分析した。 
 「価値と理念をめぐる新たな争点」担当班は、１９７０年代から１９８０年代にかけ顕著にな
ったトランスナショナルなレベルで生じた価値と理念をめぐる新たな争点のうち、国際政治上
の争点としての人権問題の浮上、国家介入を拒否し市場メカニズムの優越を求める新自由主義
的経済思想の台頭、そして西側先進諸国における反核平和市民運動の高まり、という三つの現象
に注目し、以下の五つの事例をとりあげた。研究分担者清水聡は、ヘルシンキ宣言の採択に象徴
される「人権の国際化」に対して、東ドイツのホーネッカー指導部がどのような対応を模索した
のか、ならびに東ドイツにおける反対派の動向（「人権の国内化」の問題）について分析した。
研究分担者細田晴子は、対パナマ政策を中心にラテンアメリカにおける米カーター政権の人権
外交に注目し、人権というグローバルな論理と反米ナショナリズムという地域の論理がどのよ
うにぶつかり合い、そして冷戦の論理と絡み合ったのかを分析した。研究分担者三宅康之は、中
国における改革開放路線の端緒となった１９７０年代末から、改革開放の内実が市場化改革に
定まり、その具体的な方策が定着した１９８０年代前半までの過程をたどり、その変化が社会主
義圏の指導者層と非社会主義圏のリベラル知識人層、途上国の指導者層などに与えた思想的影
響を分析した。研究協力者芝崎祐典は、１９８０年代前半、特に西ヨーロッパにおいて空前の盛
り上がりを見せた反核抗議活動の特徴を探り、冷戦期安全保障の根幹をなす核抑止体制に対す
る市民からの異議申し立てが、どのように冷戦期の国際関係に影響を及ぼしたのかを分析した。
研究分担者小川浩之は、１９８０年代前半の世界的な反アパルトヘイト市民運動の高まりを受
けた英連邦諸国による南アフリカ制裁の強化問題をめぐり、グローバルな課題としての人権問
題と冷戦という状況の関連を分析した。 
 全体統括担当班には益田、齋藤、三宅が参加し、上記作業によって得られた成果を改めて整理
集約するとともに、再度、先行研究の批判的検証を行いながら、研究成果を集約するための編集
作業を行った。 
 
 



４．研究成果 
 
 ２０２０年度までに本研究参加者は、最終的な成果としての共著研究書籍の執筆・編集・刊行
作業をすすめるとともに、中間的・副次的な成果として過年度の実績報告書に記載してきた複数
の論文を公表し、書籍を出版してきた。それらのなかでも冷戦史に関する近年の最重要文献、Odd 
Arne Westad, The Cold War: A World History（New York: Basic Books, 2017）のＯ・Ａ・ウ
ェスタッド著、益田実監訳、山本健・小川浩之訳『冷戦 ワールド・ ヒストリー』上・下巻（岩
波書店、２０２０年）としての翻訳刊行、および山本健著『ヨーロッパ冷戦史』（ちくま新書、
２０２１年）は本研究の遂行過程で生み出された特に重要な副次的な成果である。また２０１９
年度には、『冷戦 ワールド・ ヒストリー』原著者であり、冷戦史研究の第一人者である Odd Arne 
Westad（当時ハーヴァード大学、現 イェール大学）教授を招いた冷戦史ワークショップ(An 
International Workshop on the History of the Cold War in Kyoto)を京都で開催した。本研
究の最終的な成果を取りまとめた共著研究書籍は益田実・三宅康之・齋藤嘉臣編著『デタントか
ら新冷戦へ―グローバル化する世界と揺らぐ国際秩序』（仮題）として２０２１年度中に出版す
る予定である。同書籍においては、１９７０年代半ばから１９８０年代前半のグローバルな変化
と冷戦史的変化の間にいかなる相応関係が存在したかを三つの視点から分析する。第一の視点
はグローバルな変化にともなう西側陣営と先進資本主義諸国の危機に注目し、１９７０年代以
降、経済成長の停滞と相互依存の進展に直面する先進資本主義諸国内部の変容を背景に、グロー
バル化が外交安全保障面で西側陣営内の関係にどのように影響したかを分析する。第二の視点
はグローバルな変化にともなう先進国＝途上国関係の変容に注目し、脱植民地化の最終局面を
経て第三世界における経済格差の拡大や政治体制の多様化など分裂傾向が強まるなかで先進国
＝途上国関係がどのように変容し、冷戦的国際秩序にどのような影響を及ぼしたかを分析する。
第三の視点はグローバルな変化とともに出現した価値と理念をめぐる新たな対立に注目し、特
に人権概念の国際化と新自由主義経済思想の台頭が冷戦期国際秩序にどのような変動をもたら
したかを分析する。 
 １９７０年代半ば以降、急速に進展していったグローバル化と呼ばれる変容はいかなるもの
であったのか、そしてそれらは全体としてどのような形でデタントの終焉から新冷戦へと移り
変わる冷戦秩序に影響をおよぼし、最終的には冷戦を終焉へと導く変化となっていったのかと
いう本研究の問いかけに対して、現時点で得られた答えは次のように整理できるであろう。１９
７０年代半ば以降のグローバル化は、西側諸国を変質させ、東側諸国を衰退させ、第三世界を解
体し、世界を一つの新自由主義的潮流に飲み込むことで、冷戦対立の帰趨に大きな影響をもたら
した。２０世紀後半の国際秩序を形作り、グローバル化する世界の形成に大きく寄与した冷戦は
グローバル化の波を受け終焉へと向かうことになった。グローバル化は当初、先進資本主義諸国
に経済的課題を突きつけ、西側の成長は大きく鈍化したが、１９８０年代半ば以降、西側経済は
復調していった。資本主義経済は全体としてグローバル化の挑戦に適応し、情報産業や金融分野
の成長が製造業の衰退を埋め合わせた。他方、１９７０年代のソ連は天然資源が成長の鈍化を補
うことでグローバル化の衝撃から隔離された。高騰する石油価格による収入は西側からの食料・
耐久消費財・ハイテク製品の輸入を可能にし、非効率な国営企業は豊富なエネルギーに頼って生
き延びた。技術革新やサービス部門に牽引された経済への転換は阻止され、消費部門での西側と
の格差は拡大した。デタントによる西側との接触拡大は多くの国民にこの格差を認識させるこ
とになった。そして１９８０年代の半ば、石油価格が下落し始めるとともにソ連は危機に直面し、
テクノロジーの発展、産業構造の変化、市場主義と消費主義の拡散、人権やアイデンティの主張、
いずれについてもソ連はますます対応に苦しむことになった。一方でアメリカとその同盟国は
グローバル化の衝撃に対して、より柔軟に適応した。特にアメリカはグローバル化による変化を
利用して超大国の役割を維持することに成功した。グローバル金融はアメリカの赤字をファイ
ナンスし、レーガン政権は大規模減税と大規模軍事支出を並行して追求することができた。人権
や自由といったアメリカ発の理念はトランスナショナルに拡散した。グローバル化の過程でア
ジアを中心に新たな工業生産拠点が発展し、中東、インド、中国、東南アジアに市場慣行が拡散
し始めた。世界の工業生産の主な拠点はアメリカ外に移ったが、アメリカの中心性は損なわれな
かった。世界に拡散した理念・慣行・技術・製品の多くはなおアメリカ起源であった。グローバ
ルな情報の拡散は社会主義的計画では得られない豊かさに満ちた生活を提示し、アメリカのグ
ローバルな勢力はむしろ膨張したのである。 
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